





























概要図 1 大学等の共同研究件数 1 件当たりの受入額規模別内訳（2014 年度） 
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2. 調査の方法  
大型産学連携のマネジメント上の重要点を明らかとするため、NISTEP 企業名辞書（ver.2014.2）掲






を設け、これら 3 群間での比較可能な設計とした。 











3-1. 大型産学連携実施の状況  
過去 3 年間の大型産学連携実施の状況としては、産学連携実施企業のうちの約 3 割に留まる。
その大型産学連携実施企業の半数が国とのマッチングファンド案件実施経験を有する為、施策に





大型産学連携実施企業は、産学連携の目的として社内研究との連動性を重視しており（3 章図  
*NISTEP 企業名辞書の掲載企業は、A) 特許出願数累積 100 件以上（1970 年以降）、B) 特許出願数の伸び率大（3 年、5 年、7 年の各期
間で 1 年ごと移動させた線形フィットで評価）、C) 株式上場企業、の三つを基準としている。  
























する企業の選定に限定されている（3 章図表 3-4-1）。 
ただし、国とのマッチングファンド案件のある大型産学連携実施企業では、大学教員との繋がり
を有する競合企業への容認傾向を示しており、産学官による共創の場の形成により、企業間のみ



































協働する大学教員と繋がりのある企業（競合企業不可） 無回答  
図表 3-3-5-1 研究成果の事業化を検討する 
市場規模 (n=263) 









































































少なくとも1兆円規模以上 少なくとも1000億円規模以上 少なくとも100億円規模以上 少なくとも10億円規模以上
少なくとも1億円規模以上 1億円規模未満 無回答

























































































































懸念はない 無回答  
図表 3-4-3b 外部と連携せずに自社で研究開発を行う技術（最もあてはまるもの）(n=263) 
図表 3-5-4b 大学と知的財産権を共有することへの懸念（最もあてはまるもの）(n=263) 
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イヤルティの支払い契約が高いこととも関連していると考えられる（3 章図表 3-5-4a,b）。 
図表 3-4-2 過去 3 年間での大学への寄附・共同研究講座の開設(n=263) 












































































































e.特許の権利化を行わない、または特許権を放棄する 無回答  
図表 5-3-4C 【産業】大学と知的財産権を共有することの懸念（最もあてはまるもの）(n=265) 
図表 3-5-5b 産学共同研究の成果が実用化に至らなかった場合の特許権の取り扱い 
（最も積極的に検討するもの）(n=263) 
